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１１１１    背景背景背景背景    
（１） 90 年代以降「失われた 10 年」と言われているように、高度成長時

代のキャッチアップ型の経済システムからの脱却、グローバル化・
高齢化等の環境変化への十分な対応ができていないため、わが国の
経済は、このまま衰退していくのか、それとも再生が可能なのかと
いった瀬戸際にあると考えられる。 

（２） こうした実態は、①開業率（3.5％）が米国に比べ 1／3 程度であ
ることに加え、廃業率（5.6％）を下回っていること、②産業の空
洞化が進んでいること、③バブルの後遺症から、日経平均株価は、
89 年 12 月の 3 万 8 千円台をピークに下落を続け、依然１万 1千円
台と低迷しており、また地価も戻っていないこと、④1％から 2％台
で推移していた完全失業率が、昨年 9月以降５％を上回っているこ
となどからも明らかである。 

（３） このような未だかつてない経済危機に対し、潜在性のある日本の
科学技術を軸としたイノベーションやビジネスモデルを新産業に
活用することを通じ、経済社会システムの変革の先にある活性化さ
れた日本経済を前提とした新産業構造モデルとその実現方策を早
急に見出し、日本の強みを活かしつつ競争力のある経済を構築して
いくことが必要である。 

 
２２２２    研究内容研究内容研究内容研究内容 
（１） 科学技術を軸としたイノベーションやビジネスモデルの可能性及

びそれによる産業の育成・拡大に関する分析 
日本の科学技術の現状と将来性を踏まえ、以下を実施する。 

①  活性化された将来の日本経済やあるべき国民生活の姿を提示
して、「産業の急成長」や「国民生活へのインパクト」を引き
起こす、科学技術を軸としたイノベーションやビジネスモデル
の可能性を分析する。 

  具体的には、国際競争力のある産業を支える先端科学技術や雇
用吸収力のある新サービス産業を生み出す実用可能な科学技術
を把握するとともに、それら科学技術の将来的な発展性に関す
る検討を行う。 
同時にそのための研究開発の推進方策に関して検討を行う。 
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② ①を踏まえ、科学技術を軸としたイノベーションやビジネス
モデルにより、どのような産業が育成され、どの程度市場規模
等が拡大するかについての予測を行う。 

 
（２）（１）を踏まえた新産業構造モデルの構築とその実現方策に関す

る研究 
① 既存産業構造の生産性分析と将来規模予測を行うとともに、
（１）の分析を踏まえ、科学技術を軸としたイノベーションや
ビジネスモデルにより活性化された新産業構造モデル（雇用吸
収力、生産性、市場規模、所得分布等）を設計する。 
② ①で設計したモデルを踏まえ、地域の特性を考慮して、地域
クラスターを念頭においた地域産業構造モデルの検討を行う。 
③ ①及び②で構築した産業構造モデルの実現に向け、規制改革
をはじめとする経済活性化方策を検討する。 

 
３３３３    スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール    
緊急報告を行い、政府が策定する経済活性化戦略（６月）に反映させ

るとともに、1年かけて、その緊急報告の検証と具体的な方策を検討する。 
    
４４４４    実施体制等実施体制等実施体制等実施体制等    
実施機関：東京大学工学部（中核機関）、（株）東大総研 

  なお、各界有識者からなるアドバイザリーグループを設置し、実施
機関をサポートする。 

 
５５５５    科学技術振興調整費で対応する必要性科学技術振興調整費で対応する必要性科学技術振興調整費で対応する必要性科学技術振興調整費で対応する必要性    
 経済社会システムの変革期にあって、経済活性化は現段階の最重要政
策課題の一つであり、経済財政諮問会議では本年 6月を目処に経済活性
化戦略を策定することとなっている。その際、イノベーションの可能性
をどのように活用できるか指針を示すことが重要であり、こうした観点
から、科学技術振興調整費で緊急に対応する。 
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起業の停滞、産業の空
洞化など未だかつて
ない経済危機 

○ 企業戦略を明ら
かにし、新規事業
の創出・拡大 

○ 活性化に向けた
政策提言 

○ 多くの起業家、ビ
ジネスマン等が
研究成果を共有 

経済財政諮問会議 
  経済活性化に関する議論 

経済活性化戦略を策定 
（平成 14年 6月予定） 

経済の活性化 

研究内容 

期待される効果 

背 景 

緊急報告 

テクノロジートレンドテクノロジートレンドテクノロジートレンドテクノロジートレンド 
先端科学技術、 
実用可能な科学技術等 
○産業の急成長の視点 
○国民生活へのインパ
クトの視点 

○科学技術を軸と○科学技術を軸と○科学技術を軸と○科学技術を軸と
したイノベーショしたイノベーショしたイノベーショしたイノベーショ
ンやビジネスモデンやビジネスモデンやビジネスモデンやビジネスモデ
ルの可能性の分析ルの可能性の分析ルの可能性の分析ルの可能性の分析    
    
○それによる産業○それによる産業○それによる産業○それによる産業
の育成・拡大の予の育成・拡大の予の育成・拡大の予の育成・拡大の予
測測測測    

新産業構造モデルの構築新産業構造モデルの構築新産業構造モデルの構築新産業構造モデルの構築    

○ 新産業構造モデル（雇用
吸収力、生産性、市場規
模、所得分布等）の設計 

○ 地域クラスターごとの
産業構造モデルの検討 

モデルの実現化方策モデルの実現化方策モデルの実現化方策モデルの実現化方策 

○ 規制改革 
○ 予算、税         等 

 特 徴 

総合科学技術会議 
平成１５年度の予算、人材等の
資源配分の方針に関する議論 

 連携 

活性化された日本経活性化された日本経活性化された日本経活性化された日本経
済・国民生活の姿済・国民生活の姿済・国民生活の姿済・国民生活の姿    
雇用・家計・教育・金融・

環境・安全・健康・行政・・・

○ あるべき国民生活を起点に活性化された将来の日本経済を前提とし
た調査研究を指向（将来性） 

○ 科学技術と産業・企業の活性化が直結した調査研究を指向（政策性） 
○ 産学官が連携し、俯瞰的かつ実践的な調査研究を指向（連携性） 



参 考

科学技術の産業化と新産業構造モデル構築による
経済活性化に関する緊急調査研究の概要

１ 研究内容
（１）これまでの政府公表文書等を整理し 「活性化され、

た将来の日本経済」や「あるべき国民生活の姿 （雇」
用、家計、教育、金融等）を、わかりやすく提示。

（２ 「国際競争力のある産業を支える先端科学技術」や）
「雇用吸収力のある新サービス産業を生み出す実用可
能な科学技術」を把握しその発展可能性を分析。
分析に当たっては、産業界、学識経験者等に対する

ヒヤリングや現地調査を実施。

（３ （１ （２）を踏まえ 「科学技術を軸としたイノベ） ） 、
ーションやビジネスモデル」の可能性を分析し、それ
による産業の育成・拡大を予測。

（４ （３）の分析を踏まえ 「活性化された新しい産業） 、
構造モデル（雇用吸収、生産性、市場規模、所得分布
等 」を設計。）

（５ （４）のモデルの「実現化方策（規制改革等 」を） ）
検討。

２ 実施体制等
東京大学工学部（中核機関）及び（株）東大総研を実

施機関とするが、各界有識者からなるアドバイザリーグ
ループを設置し、実施機関をサポートする。

３ 所要経費（概算）
６千万円程度



 

コンセプト、想定される

政策の盛り込み等の相

互調整 

・ ６月頃までに 
経済財政諮問会議で策定 

プロジェクト 
「動け！日本」 

経済活性化戦略 

エクセレント・カンパニー 
プロジェクト 

 
【内容】 
○「失われた 10 年」において、成
功した日本企業・経営者のケー
ス・スタディと、成功要因の研究 

 
経済産業研究所 

 

緊急産学官プロジェクト 
 
【内容】 
○改革すべき視点や個別の処方箋の体系化 
と効果的施策遂行の戦略の明示。 
 
・経済活性化戦略の取りまとめにあわせて、科学技術の
産業化方策を含め、５月中に緊急報告を作成（年度内
に最終報告）。 

・各国の産業競争力やビジネスモデル等について科学技術を
軸に国際比較調査を実施。               等 

 
                  

経済活性化プロジェクトの概要 

○目指すべき経済社会システムや新たなビジネスモデルを企業とビジネスマンが共有し、ともに実
践。 
 

・内閣府、経済産業研究所、経済団体等主催でビジネスマンや国民を対象としたシンポジウムや中小
企業対象のセミナー等を開催し、国民的関心を高める。 

・企業やビジネスマンのプロジェクトへの参画・協力                            等 
 

参考資料 


